
 鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

  令和４年４月１５日 

 

鎌ケ谷市長 芝 田  裕 美    

 

鎌ケ谷市告示第５５号 

 

鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障がい者（児）に対する計画相談支援の体制の強化及び質の向上を

図るため、予算の範囲内において、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金（以下「補助

金」という。）を交付することに関し、鎌ケ谷市補助金等交付規則（昭和４６年鎌ケ谷市

規則第３０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１） 相談支援専門員 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労

働省令第２８号）第３条及び児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及

び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２９号）第３条に規定する相談支援

専門員をいう。 

 （２） 相談支援事業所 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５１条の２０

第１項に規定する特定相談支援事業所及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第２４条の２８第１項第１号に規定する障害児相談支援事業所をいう。 

 （３） 常勤 相談支援事業所における勤務時間が当該事業所において定められている

常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいう。 

 （４） 常勤換算方法 相談支援事業所の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所におい

て常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数

を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 （５） 専従 原則として相談支援事業（以下「サービス」という。）を提供する時間帯

を通じて相談支援事業以外の業務に従事しないことをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、本市において障害者総合支援法第５１条の１７

第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び児童福祉法第２４条の２６第１項

第１号に規定する指定障害児相談支援事業者（以下「事業者」という。）の指定を受け、

新規に相談支援事業所を開設する者（以下「新規開設者」という。）又は本市の指定を受



け、１年以上サービスを提供している者であって、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

（１） 相談支援事業所として、本市、基幹相談支援センター及び鎌ケ谷市障がい者地域

自立支援協議会が実施する会議、研修などに積極的に参加し、相談支援専門員の質的

向上に努めるとともに、地域連携に協力していること。 

（２） 地域生活支援拠点等の機能を担う事業所として登録すること又は登録している

こと。 

（３） 相談支援事業所として、補助を受けた年度から５年以上相談支援の事業を継続

することが見込めること。 

（４） 相談支援事業所として、補助対象となる相談支援専門員の人材定着に努めてい

ること。 

（５） 市民に対する優先的な支援に努めていること。 

（６） 鎌ケ谷市暴力団排除条例（平成２４年鎌ケ谷市条例第２号）第２条に規定する暴

力団等でないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

（１） 新規に相談支援事業所を開設すること。 

（２） 常勤及び専従の相談支援専門員を新規に配置すること。 

（３）  常勤兼務又は非常勤専従若しくは非常勤兼務の相談支援専門員を新たに配置し、

又は常勤兼務又は非常勤専従若しくは非常勤兼務の相談支援専門員を常勤専従化とす

ること。 

２ 前項第１号の規定に該当する者にあっては、補助事業を完了する時点で次の各号に定

める要件をいずれも満たしていることとする。 

（１） 常勤専従の相談支援専門員を２人以上配置していること。 

（２） サービスを実施する地域を本市全域とし、障がい種別や年齢に関わらず相談支

援を行っていること。 

（３） ５０人以上サービスの契約を締結していること。 

３ 第１項第２号の規定に該当する者にあっては、補助事業を完了する時点で次の各号に

定める要件を満たしていることとする。 

（１） 補助の対象となる相談支援専門員１人当たり３５人以上担当していること。 

（２） 相談支援事業所として常勤換算で相談支援専門員１人当たり３５人（少数点以

下切り捨て）以上担当していること。 

（３） 相談支援専門員を新たに配置することで、補助金の交付を申請する日の前日の

常勤換算方法による相談支援専門員の数より、対象者１人につき、１人以上増加して

いること。 

４ 第１項第３号の規定に該当する者にあっては、補助事業を完了する時点で次の各号に

定める要件を満たしていることとする。ただし、相談支援専門員の配置に対する補助は、

１人につき１回限りとする。 

（１） 補助の対象となる相談支援専門員１人当たり２０人以上新たに担当しているこ 

と。 



（２） 相談支援事業所として常勤換算で相談支援専門員１人当たり３５人（少数点以 

下切り捨て）以上担当していること。 

（３） 相談支援事業所として常勤換算方法による相談支援専門員の数が補助を申請す

る日の前日の相談支援専門員の数より、対象者１人につき、０．５人以上増加してい

ること。 

 （補助の制限） 

第５条 補助金の交付申請を行う日が属する年度の末日までに補助対象事業が完了しない

場合にあっては、補助金の交付の対象としない。 

２ 相談支援専門員の配置に対する補助金の交付は、同一年度につき１事業所２名を上限

とし、相談支援専門員１人につき１回限りとする。 

 （補助額及び補助対象経費） 

第６条 補助金の額及び補助対象経費は、別表によるものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を申請しようとする者は、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金交

付申請書（別記第１号様式）に次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類に

より市長に申請しなければならない。 

 （１） 第４条第１号の規定に該当する者 事業計画書（別記第２号様式）のほか、市

長が必要と認める書類 

 （２） 第４条第２号及び第３号の規定に該当する者 事業計画書（別記第３号様式）

のほか、市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交

付の可否を決定し、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金交付決定（却下）通知書（別

記第４号様式）により申請者に通知するものとする。 

 （申請内容の変更等） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、交付申請書に記載した事項若しくは交付申請書に添付した書類の記載事項の内容に

変更が生じたとき又は前条の規定により補助金の交付の決定を受けた事業を中止しよう

とするときは、速やかに鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金に係る事業変更・中止承

認申請書（別記第５号様式）により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めると

きは、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金に係る事業変更・中止承認（不承認）通知

書（別記第６号様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第１０条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、完了した日から２０日以内又は補

助金の交付を受けた日が属する年度の末日のいずれか早い日までに、鎌ケ谷市計画相談

支援推進事業補助金実績報告書（別記第７号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に報

告しなければならない。 

（１） 第４条第１号の規定に該当する者 事業報告書（別記第８号様式）のほか、市長

が必要と認める書類 



（２） 第４条第２号及び第３号の規定に該当する者 事業報告書（別記第９号様式）

のほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告あったときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金確定通知書（別記第１０号様式）によ

り交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、補助金の交付を受けようとする

ときは、鎌ケ谷市計画相談支援推進事業補助金交付請求書（別記第１１号様式）により、

市長に請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

 （補助決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、第

８条の規定による交付決定を取り消し、及び既に交付した補助金の全部又は一部を返還

させることができる。 

 （１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 （２）補助事業等に関して補助金等の交付の決定内容又はこれに附した条件その他法令 

等又はこれに基づく市長の処分に違反したとき。 

 （３）前各号に掲げるもののほか、市長が不適当であると認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、鎌ケ谷市計画相談

支援推進事業補助金交付決定取消通知書（別記第１２号様式）により当該補助事業者に

通知するものとする。 

 （関係書類の整備） 

第１４条 補助金の交付を受けた事業者は、補助事業に係る収支を明らかにした書類及び

証拠書類を、補助事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

 （補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和４年５月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この告示の施行の日前においても、必要な準備行為をすることができる。 

 

  



別表（第６条関係） 

区分 補助対象経費 基準額 

相談支援事業所を新規に開設するこ

とに対する補助 

開設に要する費用 ５０万円以内 

（１事業所につき） 

相談支援専門 

員の配置に対 

する補助 

常勤専従の相談支援専

門員を新規に配置する

場合 

所属する相談支援専 

門員等の人件費のほ 

か、相談支援事業所 

の事業運営に必要な 

経費 

５０万円以内 

（対象者１人につき） 

常勤兼務若しくは非常

勤（専従・兼務）の相談

支援専門員を新規に配

置する場合 

１７万円以内 

（対象者１人につき） 

常勤兼務、非常勤（専

従、兼務）の相談支援専

門員を常勤専従の相談

支援専門員とする場合 

２５万円以内 

（対象者１人につき） 

備考 補助額は、基準額と補助対象経費の実支出額から寄付金その他補助の対象経費に

係る収入額を控除した額と比較し、いずれか少ない額とする。 

 


